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戦前期京都の「浮浪者」対策
――昭和恐慌から戦時体制移行期を中心に――












































































































































1920 年代以降，日本経済は深刻な慢性的不況に直面していたが，特に 1927 年の金融恐慌，
1929 年の昭和恐慌（世界大恐慌）の影響は甚大であった。失業・貧困問題が激化するなか，
浮浪者増加は社会問題となり，東京市をはじめ，大阪市・神戸市などで浮浪者調査が行われ
た （4）。昭和大恐慌後の 1930 年 10 月 1 日に国勢調査の附帯調査として行った東京市の調査では
東京市内の浮浪者は 1,799 名（男性 1,759 名，女性 40 名）に上り，1925 年の 380 人から 5 倍
近く増加した。




























































定員 520 名に対し 1,858 名もの人が申し込
みを行った（『京都日出新聞』1929 年 11
月 11 日）。京都市内の推定失業者数は
1930 年の 5,235 名，1932 年には 10,800 名













1930（昭和 5）年 10 月 1 日 1,044 2,289 1,902 5,235
1931（昭和 6）年 10 月 1 日 1,347 2,743 2,256 6,346
1932（昭和 7）年 10 月 1 日 1,464 6,681 2,655 10,800
1933（昭和 8）年 10 月 1 日 1,211 5,519 2,567 9,297
1934（昭和 9）年 4月 1日 1,290 5,259 2,698 9,247
1935（昭和 10）年 3月 1日 1,309 6,620 2,719 10,648
資料出所： 『京都市社会事業要覧』（昭和 9・12 年版）をもとに筆者作成。
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細に記しているが，1931 年 8 月 1 日時点の京都市の日雇労働者数は 10,125 名（男性 9,420 名，
女性 705 名），うち失業者は 2,669 名（失業率 26.4％）と推計している （9）。京都市の日雇労働者


















慌期後に激増している。1931 年の 2,743 名から 1932（昭和 7）年に 6,681 名に倍増した【表 1】。
日雇労働者失業者数は 1935 年になっても 6,620 名と高止まりしたままである。さらに 1933（昭
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和恐慌後の 1930 年 12 月に「浮浪者」概況調査を行い，その結果を『京都市教育部社会課季報』
（No.13）に「歳末市民生活状況」（4．浮浪者の状況）として掲載している（京都市社会課
1931：46-51）。ここでは概況調査から見える浮浪者の実態を見ていく。
市の概況調査は同年 12 月 17 〜 19 日の夜間及び深夜に行われた。調査エリアは岡崎公園及
びその付近，鴨川及び疎水流域の各橋下，北野神社及その付近，京都駅及びその付近の地域で




概況調査直前の 1930 年 11 月中旬〜 12 月 1 日に警察によって「ルンペン狩り」が実施され
ており，この時に検挙された「浮浪者及び乞食」は川端署 40 名，中立売署 14 名，松原署 4名，




45 名のうち「内地人」は 33 名（男 30 名，女 3名），「朝鮮人」は 12 名（男 9名，女 3名）
であり，朝鮮半島出身者の多さが目に付く。世帯主 39 名の年齢構成は働き盛りの「30 〜 39 歳」
が最も多く 15 名（うち朝鮮人 8名），「20 〜 29 歳」10 名（朝鮮人 1名）であり，20 〜 30 代
の若年の稼動年齢層に集中している（最年少 16 歳，最高齢 74 歳）。
世帯主 39 世帯のうち単身者は 35 世帯，子どもや妻のいる世帯は 4世帯のみである。女性の
世帯主は 3名で，うち 1名は「多少精神に異常ある老婆」としている。朝鮮半島出身者をはじ






















































（1930 年 12 月）
「流浪期間」 世帯数 ％
10 日未満 5 12.5％
10 日〜 1か月未満 8 20.0％
1 か月〜 3か月未満 3 7.5％
3 か月〜 6か月未満 3 7.5％
6 か月〜 1年未満 3 7.5％
1 年〜 5年未満 10 25.0％


























7年救護状況報告』によると被救護世帯 1,553 世帯のうち府費負担となる「市内居住期間 1年
















1932 年 1 月〜 12 月の市費と府費
をあわせた京都市の「収容救護」実
人員は 334 名である。334 名のうち
市費による生活扶助救護者（開始数）






















病人数は 1931 年頃からの増加が顕著となり，1933 年度には 389 名まで増加した【表 4】。行
旅病人・行旅死亡人の増加に伴い，京都市の行旅病人救護費用も 1929（昭和 4）年の 26,162






収容救護の種別 生活扶助救護者数 ％ 生活扶助救護者数 ％
幼者 12 4.0％ 20 60.6％
老衰 90 29.9％ 1 3.0％
疾病 192 63.8％ 12 36.4％
身体虚弱 5 1.7％ 0 0.0％
精神衰弱 1 0.3％ 0 0.0％
妊産婦 1 0.3％ 0 0.0％
合計 301 100.0％ 33 100.0％
資料出所：京都市社会課（1933）『昭和 7年救護状況報告』pp.52-55．
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1928（昭和 3）年度 178 152 26 9 3 6 60 46 14
1929（昭和 4）年度 168 133 35 7 3 4 58 43 15
1930（昭和 5）年度 170 143 27 4 3 1 69 42 27
1931（昭和 6）年度 244 191 53 8 5 3 168 143 25
1932（昭和 7）年度 305 264 41 6 3 3 242 182 60
1933（昭和 8）年度 389 331 58 23 13 10 163 127 36
1934（昭和 9）年度 197 165 32 4 1 3 194 140 54
1935（昭和 10）年度 141 115 26 20 12 8 159 124 35
資料出所： 京都市役所『京都市第 24 回統計書（昭和 7年）』『京都市第 25 回統計書（昭和 8年）










































































































1924 年 3 月に市営「簡易宿泊所」（定員 69 名）を七條職業紹介所に併設し，設置している（京
都市社会課 1934：19-20）。14 歳以上の 1泊宿泊料は木賃宿と同程度の 20 銭（昭和 7年 4月以
降は 15 銭）であり，日雇労働者など稼働能力のある低所得・不安定就労層を対象とする事業
であった （17）。
その後，1932 年 6 月に財閥・三井家が失業者救済基金として政府に寄付した 300 万円の一
部が京都市に交付され，市はその資金をもとに失業労働者保護事業として京都初の「無料宿泊
― 43 ―




こうした反対運動がありながらも，1933 年 2 月に「無料宿泊所」が下京区上鳥羽鉾立町に



























とんどは男性で，1933 年度の宿泊者数は 35,012 名，







1932（昭和 7）年度※ 4,425※ 77
1933（昭和 8）年度 35,012 1,103
1934（昭和 9）年度 28,418 1,782
1935（昭和 10）年度 32,790 1,708
1936（昭和 11）年度 28,169 407
1937（昭和 12）年度 16,268 204
1938（昭和 13）年度 12,465
1939（昭和 14）年度 8,709






能力ある者」は減少していく。無料宿泊所は日本が第二次世界大戦に参戦する 1941 年 3 月末
に閉所された。
 （3）「労働者更生訓練道場」の開設とその特徴
1932 年 3 月の「満州国」建国宣言以降，日本政府は 1932 年から 1945 年の 14 年間に約 30
万人もの農業移民を「満州国」に送出した。いわゆる満州移民事業である。「満州国」建国宣
言後，はじめての満蒙開拓団とされるのが「ルンペン移民」と呼ばれた天照園移民である。
1932 年 6 月に東京深川の民間の無料宿泊所「天照園」の宿泊者が最初の満蒙開拓団として「満
州」に送られ，1936 年までに天照園宿泊者の 125 名が「満州」へ渡った。
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京都府職業課の『京都府職業事情要覧』（1938 年 3 月発行）には同訓練所第 1回修了生の就
職先が記載されているが，訓練修了生 26 名のうち 13 名は京都市の「土木課直傭人」「下水課
直傭人」「清掃課定傭夫」「電気課架線見習工」となっており，訓練修了生の半数は公務労働部
門で就労している。その他，民間企業の就職先として染工場，製作所等などがあげられている。
しかし，1937 年 4 月〜 9月に実施された第 2回訓練（訓練生 40 名，修了生 12 名）では「中
途退去者」28 名のうち「満州移民」が 6名と記載されており，中途退去の形で満州移民への









































第 1回（昭和 11 年 10 月 1 日〜 12 年 2 月 28 日） 34 8 26
第 2 回（昭和 12 年 4 月 22 日〜 9月 22 日） 40 28 12
第 3 回（昭和 12 年 10 月 23 日〜 13 年 3 月 25 日） 31 8 23
第 4 回（昭和 13 年 4 月 26 日〜 9月 24 日） 13 5 8
第 5 回（昭和 13 年 10 月 25 日〜 14 年 3 月 20 日） 24 8 16
資料出所： 京都市社会課『京都市社会事業要覧（昭和 14 年版）』をもとに筆者作成
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（6）  失業救済事業の登録条件は 1929 年度までは，1．事業施行地の市町村及びその隣接市町村に 3カ月
以上居住していること，2．失業し生活困難なること，という 2項目であった。しかし東京市では






























（11） 「浮浪者」概況調査で把握された世帯数は 39 世帯（45 名）だが，「流浪期間」の項目のみ 40 世帯
と記載されている。集計・記載ミスの可能性があるが，本稿では調査報告に従い 40 世帯のまま記
載している。







（14）  京都市の救護法による救護費用総額（昭和 8年度）は 146,415 円，そのうち府費 4,847 円である（『京
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手当ヲ要スルモ其ノ途ヲ有セサル者」，「行旅病者又ハ住所居所ナク若ハ不明ナル者ニシテ引取者ナ
ク警察官署ニ於テ救護ノ必要アリト認メ引渡シタル者」と規定した。
















































京都市役所（1934）『京都市第 24 回統計書（昭和 7年）』，同（1935）『京都市第 25 回統計書（昭和 8年）』，

















京都府社会事業協会（1936c）「自由労働者に対する更生訓練所の施設」『社会時報』第 6巻第 10 号
京都府社会事業協会（1936d）「労働者更生訓練道場」『社会時報』第 6巻第 11 号
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